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順位 １ 質問者 近藤 久子 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．庄原市男女共

同参画プラン

後期計画の推

進と本年度事

業について 

平成 19 年に策定されたプランに基づき、男

女共同参画社会の実現のために取り組みが進

められたが、旧来の固定的な性別役割分担意

識や慣習が依然と残っていることや、新たな

課題に向けた取り組みのため、計画を見直し、

平成 24 年度から平成 28 年度までの後期計画

が策定されている。 

 昨年 10 月、市内事業所を対象に市民意識調

査が実施された。その結果も踏まえ、平成 28

年度までに以下の項目が重点課題と考える

が、「生きやすい庄原いちばん」をめざして、

今後の周知・啓発等の取り組みについて伺う。 

（１）次世代育成支援対策推進法に基づき、 

従業員 101 人以上の企業には、一般事業主行

動計画の策定・届出・公表・周知が義務付け

られ、100 人以下の企業については努力義務

となっている。この計画を策定し広島労働局

へ届け出ることにより、「いきいきパパの育

休奨励金」等、広島県の支援制度が利用可能

となる。このことの認知度を高める取り組み

について伺う。 

市 長 

教育長 
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順位 １ 質問者 近藤 久子 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（２）育児休業制度については、男性の取得

率は１割にも満たない状況にある。両立支援

のための助成金の支給や融資を受けたこと

のある事業者は４％であり、制度を知らない

事業者は 49％であった。介護休業制度につ

いても、取得しやすい環境づくりが求められ

ている。両制度の利用促進に向けた取り組み

について伺う。 

１．庄原市男女共

同参画プラン

後期計画の推

進と本年度事

業について 

（３）セクシャルハラスメントへの取り組み

は、平成 20 年度の調査と比べ、一向に進ん

でいない状況にある。 

①パワーハラスメント対策も含めた啓発に

ついての取り組みを伺う。 

②本市の指定管理者の選定に関する項目に、

これらハラスメントの防止対策の取り組

みを加えるべきではないか。 

③広島県内の学校現場における不祥事も後

を絶たない状況にあり、相談窓口さえ信用

を失っている。本市においても指導体制の

強化が必要ではないか。 

市 長 

教育長 
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順位 １ 質問者 近藤 久子 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．庄原市男女共

同参画プラン

後期計画の推

進と本年度事

業について 

（４）本年度事業に関して 

①リプロダクティブ･ヘルス/ライツとは、

「家族計画・母子保健・思春期保健を含

む生涯を通じた性と生殖に関する健康」

である。啓発セミナーには学校をはじめ

関係機関連携のもと、一人でも多くの中

学生・高校生の参加を促し、テーマにつ

いては理解が得られやすい表現が必要で

はないかと思うが、所見を伺う。 

②ＤＶ防止対策講演会では、デートＤＶも

含め、本市の現状を明らかにする中で、

幅広い年齢層に訴えるべきである。また、

児童虐待と結びつく事例も多く、子ども

の人権に関する啓発も行うべきではない

かと思うが、所見を伺う。 

③「笑腹フェスタ」の開催については、新

しく動き始めている国の施策を、タイム

リーに伝える場面が必要ではないかと思

うが、所見を伺う。 

市 長 

教育長 
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順位 １ 質問者 近藤 久子 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

生活保護の手前のセーフティーネットを張

ることを目的とした新法、生活困窮者自立支

援法が、平成 27 年４月より施行される。この

支援法には必須事業と任意事業があり、必須

事業としては「自立相談支援事業」と「住居

確保給付金」の２事業がある。以下３点の本

市における今後の取り組みについて伺う。 

（１）６月までの準備・広報等を経て、７月

から相談支援開始の予定であるが、「包括的」

「個別的」「伴走型」の支援体制構築に向け、

相談員の人材確保も含めた進捗状況につい

て伺う。 

２．生活困窮者自

立支援法につ

いて 

（２）生活困窮は様々な要因が絡み合ってい

る。市役所の窓口に相談に来られ、生活保

護費の受給に至らなかった状況について、

把握している関係各課と社会福祉協議会

で、個人情報の適切な共有が必要ではない

か。 

また、この取り組みの中で、支援調整会

議のメンバーは固定化されることなく、対

象者によって対応できる枠を設けるべきで

はないかと考えるが、所見を伺う。 

市 長 

教育長 

 



 - 5 - 

 

順位 １ 質問者 近藤 久子 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

２．生活困窮者自

立支援法につ

いて 

（３）ひとり親世帯の増加とともに、貧困率

の深刻さが現れている。 

親から子への貧困の連鎖を断ち切るため、

「子どもの貧困対策推進法」が、昨年６月に

成立している。また、生活困窮者自立支援法

においても、任意事業ではあるが、子どもの

学習支援事業として、将来、最低限度の生活

を維持できなくなるおそれがあることから、

生活保護受給家庭の子どもも対象となって

いる。 

本市としても、この学習支援事業に取り組

むべきではないか。また、その際は教育委員

会との連携も検討すべきではないか、所見を

伺う。 

市 長 

教育長 
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順位 ２ 質問者 横路 政之 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．子ども・子育

て支援新制度

について 

来年４月から施行予定の子ども・子育て支

援新制度は、我が国の全ての子育て家庭への

支援を行うことにより、一人一人の子どもの

健やかな成長を支援する重要な施策であり、

多様な施設・事業者のそれぞれの特性を生か

した、良質かつ適切な教育・保育・子育て支

援を総合的に提供することを目的としてい

る。 

一方、新制度については、いまだ不明確な

点も多く、幼児教育・保育の現場から、不安

や懸念の声があがっている。特に私立幼稚園

は、新制度に移行するか否かの厳しい経営判

断に迫られている。 

（１）新制度においては、私立幼稚園に在籍

する子どもに対する施設型給付は、当分の

間、全国統一費用部分と地方単独費用部分

を組み合わせて一体的に支給され、地方単

独費用部分は、国の示す水準に基づき、地

方への財政措置がなされることとなってい

る。 

新制度の目的である幼児教育の提供体制

をしっかり確保するためには、本市において

も国の示す水準に基づく施設型給付をしっ

かりと維持すべきと考えるが、見解を伺う。 

市 長 
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順位 ２ 質問者 横路 政之 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（２）現在、全国的にはほとんど全ての私立

幼稚園で、私学助成の対象として預かり保

育が実施されている。新制度においては、

私立幼稚園で実施されている「預かり保育」

は、私学助成ではなく、市町村が幼稚園に

委託して実施する「一時預かり事業」とし

て実施されることとなる。 

新制度での預かり保育の利用ができず、保

護者の混乱を招くことがないよう、現在預か

り保育を実施している私立幼稚園に対し、

「一時預かり事業」を確実に委託していくべ

きと考えるが、見解を伺う。 

１．子ども・子育

て支援新制度

について 

（３）新制度では、認定こども園への移行を

希望する幼稚園があれば、認可・認定基準

を満たす限り、都道府県が特例を設け、認

可・認定が行えるようにする仕組みが設け

られている。一方、市町村によっては、認

定こども園への移行に伴い必要となる施設

整備への財政支援や既存の保育所等への配

慮から、幼稚園が認定こども園へ移行する

ことについて消極的な対応をとっていると

ころもある。また、認定こども園は、就労

の有無にかかわらず施設利用が可能である

ことから、保護者等の評価は高く、ニーズ

も多いと伺っている。 

市 長 
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順位 ２ 質問者 横路 政之 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

本市において、認定こども園への移行を

希望する幼稚園に対して、円滑に移行でき

るよう、しっかりとした支援を行うべきと

考えるが、見解を伺う。 

１．子ども・子育

て支援新制度

について 

（４）国は、地方版子ども・子育て会議に幼

稚園関係者も参画することを求めている。

これに対する考えと、今後の子ども・子育

て会議の開催をどう考えているか伺う。 

市 長 

２．ヘルプカード

の普及促進に

ついて 

障がいのある人には、自ら「困った」と伝

えられない人がいる。このことから、障がい

や難病を抱えた人が必要な支援をあらかじめ

記しておき、緊急時や災害時などに提示して

周囲からの配慮や手助けをお願いしやすくす

る「ヘルプカード」を作成し、配布する動き

が全国の自治体に広がりつつある。その一例

として、東京都では、平成 24 年 10 月末に標

準様式を定めたガイドラインを区市町村向け

に策定し、多くの区市町村がヘルプカードを

作成し、配布している。このような支援は、

カードの普及と併せて、広域的な観点に立ち、

周知することが極めて重要であると考える。 

本市においても、困っている人にすぐに支

援の手が差し伸べられる施策として、東京都

のガイドラインを参考に、ヘルプカードを導

入してはと考えるが、見解を伺う。 

市 長 
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順位 ２ 質問者 横路 政之 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

イノシシなどによる鳥獣被害の金額は、全

国で年間 200 億円以上にのぼり、中山間地域

の存亡に関わる重大な課題として対策が急が

れている。 

（１）これまで実施された施策により、合併

以来、本市の被害の推移はどのようになっ

ているか伺う。 

（２）鳥獣保護法が改正され捕獲が強化され

た。この改正により、本市の捕獲について

変化することはあるのか伺う。 

３．鳥獣被害対策

について 

（３）鳥獣被害の減少に向けて大きな効果が

あるのは狩猟である。しかし、狩猟者の高

齢化により人材は不足し、後継者の育成は

急務であると考える。全国では若いメンバ

ーが中心となり狩猟の「６次産業化」をめ

ざすＮＰＯも誕生している。 

行政として、財政支援とともに人的支援

で問題軽減に寄与することも解決策になる

と考えるが、見解を伺う。 

市 長 
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順位 ３ 質問者 徳永 泰臣 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．本市の林業振

興策について 

本市の林業の現状と課題について、どのよ

うに認識し、取り組もうとされているのか伺

う。 

市 長 

（１）木の駅プロジェクトの事業化の方向性

について伺う。 

２．庄原いちばん

基本計画の「地

域産業のいち

ばん」における

林業施策につ

いて 

（２）森づくり事業の進捗状況について伺う。 

市 長 

３．リフレッシュ

ハウス東城の

チップボイラ

ーの活用につ

いて 

地域木材の利用促進で、リフレッシュハウ

ス東城のチップボイラーの活用をどのように

行うのか改めて伺う。 

市 長 

４．木質ペレット

利用促進事業

の現状と今後

の取り組みに

ついて 

新産業創出事業で林業振興や地域における

新産業の創出を推進するとされているが、木

質ペレット利用促進事業の現状と、今後の取

り組みについて伺う。 

市 長 
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順位 ４ 質問者 坂本 義明 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（１）現在までの実績及び使途、さらにＰＲ

方法として、どのような方法を行っている

か、現状について伺う。 

１．庄原市ふるさ

と応援寄附金

の現状と今後

について （２）現在の特典及び払い込み方法を見直す

予定はないか伺う。 

市 長 

 

（１）商品券の販売状況や不具合など、現状

はどのようになっているか伺う。 

（２）今回の取り組みにおいて、平成 21 年度

に実施したプレミアム付商品券発行事業か

らの反省はどのように活かされているのか

伺う。 

２．地域振興商品

券の現状と今

後の計画につ

いて 

（３）現状では十分な効果が得られないと思

う。市民が使いやすい商品券となるよう変更

すべきではないかと考えるが、見解を伺う。 

市 長 
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順位 ５ 質問者 五島 誠 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（１）農業が支える定住社会の復活をめざし

て、平成 24 年度から４カ年の政策指針であ

る庄原市農業振興計画が策定された。達成目

標指標を掲げて取り組まれているが、現在の

進捗及び検証について伺う。また、この間、

社会情勢などに変化があったが、それに対応

する見直し等について併せて伺う。 

１．農業振興につ

いて 

（２）農業振興計画に大きく関わってくる地

域の担い手不足解消の課題がある。10 年後、

地域の担い手がいなくなると言われて久し

いが、本市の現状、原因、課題、対策につい

て所見を伺う。 

市 長 

 

２．ごみの有効利

用について 

資源の有効活用・循環型社会ということで、

各地でごみの有効利用について様々な取り組

みがなされているが、本市の状況と今後の展

望について伺う。 

クリーンセンターの建て替えなどを検討し

なければならない中、捨てていたもの・焼い

ていたものを上手に活用することが望まれて

いると考える。 

市 長 
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順位 ５ 質問者 五島 誠 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

３．ワークライフ

バランス企業

表彰制度につ

いて 

子育ての負担感軽減や多様な働き方の推進

のための取り組みの一つとして、ワークライ

フバランス企業表彰制度や育児負担軽減企業

表彰制度といった取り組みをされている地方

自治体がある。 

本市においても、特に木山市長が就任され

てから積極的に推進されている子育て負担軽

減の取り組みの一つとして、そのような制度

を取り入れるべきと考えるが、所見を伺う。 

市 長 

 

４．小規模企業振

興条例（仮称）

について 

本年３月に閣議決定され、現在国会で審議

されている法案に、小規模企業振興基本法案

がある。中小企業の９割を占める小規模事業

者が活力を存分に発揮し、地方に自立的な経

済を構築する中核として持続的発展を図るこ

とを支援するために考えられているものであ

る。 

本市においても、中小企業振興条例からさ

らに踏み込み、しっかり定義付けを行い、地

域コミュニティの維持に大きく貢献してきた

小規模事業者への支援を具現化するための条

例を検討していくべきと考えるが、所見を伺

う。 

市 長 
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順位 ６ 質問者 宇江田 豊彦 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．保育所での食

物アレルギー

への対応と今

後の取り組み

について 

本市では今日まで、保育所における食物ア

レルギーに対応するため、2005(平成 17)年に

作成した手引きをもとに取り組み、さらに

2011(平成 23)年に厚生労働省が「保育所にお

けるアレルギー対応ガイドライン」を作成し

たことを受け、「保育所での食物アレルギー対

応の基本手順」を定め取り組みを進めてきた

が、残念ながら、この間 10 件近い食物アレル

ギーの誤食が発生している。 

市長は本件について、重大な問題との認識

を示し、当面の対応について次のとおり明ら

かにしている。 

① 献立を単純化する。 

② 食器・トレーの色を変える。 

③ 複数での確認をする。 

④ おかわりは、必ず保育士で対応する。 

⑤ 各保育所の実態を把握するなかで今後

の方針・対応を検討する。 

これらの取り組みの中で、５点目の取り組

みが最も大切と考える。 

市長は、議員全員協議会において、「保育所

の実態を踏まえて、今後のあり様を総括的に

明らかにする」との考えを示されている。 

このことは、単に食物アレルギーだけの問

題ではなく、本市における保育所運営に係る 

市 長 
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順位 ６ 質問者 宇江田 豊彦 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．保育所での食

物アレルギー

への対応と今

後の取り組み

について 

総合的な視点を持った方針とすべきであり、

この問題を切り口に、保育全体に及ぶ課題と

してとらえて臨むべきと考えるが、所見を伺

う。 

市 長 

 

２．まちなかにぎ

わい創出事業

の成果と課題

について 

 市街地、とりわけ商店街から人波が消えて

久しい中、まちなかににぎわいを呼び戻すた

めに様々な施策展開がなされてきた。楽笑座、

交流サロンラッキー、三軒茶屋、ポケットパ

ークなど、施設整備も進められてきた。 

これらについて、どのような成果があり、

課題はどのように認識され、今後の施策方針

をどう考えているのか伺う。 

市 長 

３．生活扶助基準

の見直しに伴

う就学援助へ

の影響につい

て 

 安倍政権は、昨年８月、本年４月、来年４

月の３段階で、生活保護の総額を計 6.5％分減

額する方針を定めている。 

 この影響により、全国の自治体のうち横浜

市など少なくとも９市区において、本年４月

から就学援助の所得基準を引き下げ、対象と

なる児童生徒が減少する見込みである。来年

には、さらに就学援助が縮小される懸念もあ

る。 

学校教育法によると「経済的な理由で就学

が難しい児童・生徒に必要な援助を与えなけ

ればならない」と定めているが、後退の感が 

教育長 



 

 - 16 - 

 

順位 ６ 質問者 宇江田 豊彦 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

強い。 

 本市は、これまで他の自治体と比べて手厚

い基準を設け、就学援助を続けてきた。また、

今年度からは、入学祝金をすべての入学児童

生徒に支給する制度を導入し、子どもたちの

進路保障をより積極的に進めている。 

（１）本市においては、就学援助基準を引き

下げることはないと思うが、所見を伺う。 

３．生活扶助基準

の見直しに伴

う就学援助へ

の影響につい

て 

（２）生活保護基準の見直しによって、本市

の就学援助に影響が出るとは思わないが、

現状、来年度の見通しについて伺う。 

また、仮に不利益をこうむる可能性があ

る場合、どのような対策を講じようと考え

ているのか伺う。 

教育長 

本年度は、小学校の教科書採択が行われ、

来年度には、中学校の教科書採択が行われる

予定となっている。 

これまでも、教科書採択に多くの市民が関

心を寄せていたが、最終的に決定する教育委

員会議の傍聴は認められていなかった。 

（１）より民主的に議論が進められるよう、

情報公開をすべきと思うが、どう認識して

いるか伺う。 

４．民主的な学校

教科書採択に

ついて 

（２）どのような過程を経て選定しているの

か、その具体的な手順について伺う。 

教育長 
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順位 ７ 質問者 吉方 明美 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

平成 25 年９月４日、最高裁判所は、結婚し

ていない男女間の子の相続差別が違憲と判断

した。それを受け同年 12 月５日、民法の一部

を改正する法律が成立し、施行されている。 

その内容は、財産の相続について、結婚し

ていない男女間の子ども（婚外子、非嫡出子）

の相続分は、結婚している男女間に生まれた

子ども（嫡出子）の２分の１であったが、法

改正により同等となったものである。 

以下の４点について伺う。 

（１）この民法改正をどのように受けとめて

いるか伺う。 

（２）本市の寡婦（夫）ひとり親世帯、非婚

の母（父）ひとり親世帯は、それぞれ何世帯

あるか伺う。 

１．婚外子の差別

をなくし、各種

制度において

平等に扱うこ

とについて 

（３）本市では、婚姻歴の有無により各種制

度の適用に差が生じている。例えば、保育料

等の算定において、寡婦（夫）ひとり親世帯

では寡婦（夫）控除が適用された所得税、住

民税が基準となるが、非婚ひとり親世帯には

適用されていないものが基準となる。 

寡婦（夫）控除のみなし適用を導入するこ

とで、経済的負担の軽減を図り、すべてのひ

とり親世帯で平等が図られると考えるが、所

見を伺う。 

市 長 
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順位 ７ 質問者 吉方 明美 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．婚外子の差別

をなくし、各種

制度において

平等に扱うこ

とについて 

（４）本市の制度において、寡婦（夫）控除

のみなし適用を行うことで、救済できるもの

は他にないか。県内他市の状況も考慮し、法

の精神に則り、各種制度の改正が必要だと思

うが、所見を伺う。 

市 長 
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順位 ８ 質問者 林 高正 

項  目 質  問  の  要  旨 
答弁を 

求める者 

本市が大株主である、第三セクター「さと

やまペレット株式会社」の経営状況について

伺う。 

（１）銘建工業からの仕入れ時代も含めて、

創業時からの年度別のペレット製造量と販

売額はいくらか。 

（２）原材料に占める庄原産材の割合は。 

１．さとやまペレ

ット株式会社

の経営状況に

ついて 

（３）将来性はどうか。 

市 長 

２．木の駅構想に

ついて 

本年６月より東城地域で取り組みが始まっ

た木の駅プロジェクトであるが、めざすもの

は何か伺う。 

市 長 

３．リフレッシュ

ハウス東城の

チップボイラ

ー再稼働につ

いて 

乾燥チップ仕様のボイラーを、ペレット仕

様に改造して再稼働するメリットはどこにあ

るのか伺う。 

市 長 
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順位 ９ 質問者 門脇 俊照 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

合併時からスタートした自治振興区は、現

在では 22 自治振興区となり、地域社会の維持

や発展に努力されている。 

しかし、人口減、超高齢化、社会状況の変

化などにより、区民の自治運営は厳しさが増

していると感じる。自治振興区は、少子高齢

化、過疎の町にあって、地域維持の防波堤だ

と考えている。 

以下の４点について伺う。 

（１）今後も自治振興区制は継続するのか。

また、自治振興区の規模など、再編は検討す

るのか。 

（２）住む地域や人口の多少により、区民に

かかる負担格差が広がっていることについ

て、どのように認識しているのか。 

（３）交付金・委託金・助成金などのために

事務が煩雑になり、区民サービスより書類作

成に時間を費やすこともあると聞く。それら

申請等に係る事務を簡素化できないか。 

１．これからの自

治振興区につ

いて 

（４）地域おこし協力隊や地域マネージャー

などの人材が地域の活性化に力を発揮され

ているが、今後、この取り組みを拡充する考

えはあるのか。 

市 長 
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順位 ９ 質問者 門脇 俊照 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

全国的な人口減により、2040(平成 52)年に

は全国 1,800 市区町村のうち 896 団体の存続

が難しくなると報道された。この中には庄原

市も含まれている。 

合併から 10 年。人口減はとまらず、定住促

進は本市にとって最重要課題である。 

以下の５点について伺う。 

（１）将来的には、本市も存続が難しくなる

団体と言われているが、見解はいかに。 

（２）近年、定住に力をいれてきた成果と課

題は何か。 

（３）定住における具体的な数値目標はある

のか。 

（４）定住希望者が補助金や行政サービスを

申請できない場合がある。基準を緩和して対

応できないか。 

２．定住について 

（５）定住促進には、民間の力が今以上に必

要とされるが、さらに民間の協力を得ること

はできないか。 

市 長 
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順位 １０ 質問者 谷口 隆明 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

１．介護保険につ

いて 

国会終盤になって、介護保険２割負担の根拠

を撤回するなど、制度改定の論拠はボロボロ

である。要支援者の訪問・通所介護を保険給

付から外し、市町村の地域支援事業に置き換

えることに対して、全国の自治体から反発が

出ている。「市町村に受け皿はなく、サービス

に地域格差が生まれる」、「要支援者の重症化

が進み、かえって保険財政を圧迫する」など

の声がある。 

これまでどおりのサービス提供を続けるべ

きだと考えるが、本市としての受け止め方と

対応策を伺う。 

市 長 

 

（１）木質バイオマス利活用プラント整備事

業は、プラントが成立しておらず、継続は困

難である。民間企業が、多額の改修費用を負

担することも難しい。仮に、改修できたとし

ても、国のバイオマス関連補助金事業の実施

方針に照らせば、成り立つ話ではない。 

民間企業の判断を待つまでもなく、本市の

判断で撤退すべきと考えるが、見解を伺う。 

２．木質バイオマ

スの利活用に

ついて 

（２）東城温泉のチップボイラーを改修し、

年間 300 トンものペレットを投入するのは

問題である。チップボイラーの稼働を前提に

考えれば、解決策はある。再検討が必要と考

えるが、見解を伺う。 

市 長 
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順位 １０ 質問者 谷口 隆明 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（１）本市としての事業計画の策定（国の交

付金の算定基礎になる）に向けての取り組み

状況はどうか。 

学童保育の基準の検討や条例制定の準備

が進んでいると思うが、国の基準より良いも

のになるよう積極的な考えで臨んでいるの

か伺う。 

（２）新制度では、指導員の常勤配置をする

場合、国からの補助金は大幅に増える。国の

財政措置は市町村の予算化が前提になるた

め、必要な予算化をためらうべきではない

が、考えを伺う。 

３．学童保育の今

後の取り組み

について 

（３）学童保育と放課後子どもプランは、目

的や性格が大きく異なる事業であり、二つの

事業の一体化ではなく、学童保育の充実を図

るべきだと考える。特に新制度では「市町村

の実施責任の強化」が謳われている。今後と

も行政の直営を基本に実施していくべきと

考えるが、方針を伺う。 

市 長 
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順位 １１ 質問者 福山 権二 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（１）指定管理者選定の際、指定管理者制度

を導入する分野によっては、ガイドラインを

作成することも研究するとの方針は、現在ど

のように実施されているのか伺う。 

（２）指定管理者制度を導入している保育所

の管理運営のなかで、食物アレルギー誤食

事故の再発防止対策を検討し、実行しても

なお再発してきたが、その原因についてど

のように把握し、認識しているのか伺う。 

（３）外部専門的な人材の登用により、給食

の献立、調理及び配膳等について巡回指導

し、事故未然防止のための体制づくりを進

めるとの方針だが、外部専門的な人材とは

どのような者を配置するのか。 

また、外部専門的な人材配置は、どの保

育所に必要と考えているのか伺う。 

（４）食物アレルギー誤食防止対策の体制づ

くりについては、児童福祉課の専門員では

対応できないのか伺う。 

１．指定管理者制

度について 

（５）食物アレルギー誤食事故を短期間に再

発させる指定管理者は、平成 24 年 10 月に

改訂した「公の施設の指定管理者制度導

入・運用について」において定めている能

力ある団体等に該当しないのではないか、

見解を伺う。 

市 長 
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順位 １１ 質問者 福山 権二 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（６）保育の分野に指定管理者制度を導入す

ることについて無理があるのではないか、

見解を伺う。 

（７）指定管理者制度の導入目的は明確にさ

れているが、人命尊重という市行政の原点

を踏まえると、現状では人命尊重が制度導

入の目的達成よりも劣位に置かれていると

言えるのではないか、見解を伺う。 

（８）指定管理者選定委員会の構成員に、公

募による市民の参画を検討すべきではない

か、見解を伺う。 

１．指定管理者制

度について 

（９）第７回庄原市行政経営改革審議会では、

指定管理者導入施設への行政評価・モニタ

リングの必要性が議論され、市は、市、指

定管理者自身、利用者の３段階評価をする

よう検討すると答弁している。どのような

モニタリングを考えているのか、見解を伺

う。 

市 長 
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順位 １２ 質問者 垣内 秀孝 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（１）平成 26 年度施政方針の重要施策、庄原

いちばんづくり事業３本柱の一つである、

「地域産業のいちばん」の今日までの進捗・

取り組み状況について伺う。 

（２）農業振興地域である本市は、米、畜産、

野菜等、多種多様な農産物が生産されている

が、売れる産品を特化するため「ブランド力」

をつけると謳っている。「庄原ブランド」確

立の取り組み状況について伺う。 

（３）｢比婆牛ブランド｣の復活について、次

の３点の具体的な対応について伺う。 

 ①推進組織の体制と指導枠組み 

 ②生産団体等の調整 

 ③農家等の対応について 

（４）法人育成、大型畜産農家等の振興によ

り農家所得向上、地域活性化を図るもくろみ

である。一定のモデル農家の数値目標を掲

げ、意欲促進での後継者対策が必要と思う

が、見解を伺う。 

（５）水田の利活用対策では、飼料用稲施策

が比婆牛振興対策と合致すると思うが、大型

機械装備による農林振興公社を核とする振

興策について見解を伺う。 

１．庄原いちばん

づくり施策に

ついて 

（６）ふるさと納税制度の拡充として、「比婆

牛」を特典の１つに加えてみてはどうか。 

市 長 
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順位 １２ 質問者 垣内 秀孝 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（１）地域活性化、地域の存続に向けて諸々

の施策対応をしているが、限界集落、空き家

対策等、市民だれもの喫緊の課題として認識

している。 

  本市の空き家の実態等について把握され

ているか現状について伺う。 

（２）市民等からの、空き家等に関する苦情

相談、対処についてどう取り組まれている

か伺う。 

（３）治安対策、生活環境改善、美しい農村

等の視点から、市域の景観対策について見

解を伺う。 

２．「美しいふる

さとづくり」に

おける空き家

対策について 

（４）安心・安全なまちづくりをめざし、近

年、空き家等の適正管理に取り組む団体が

増えている。本市の現状から、住みよいま

ちづくりの具体的な対応について見解を伺

う。 

市 長 
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順位 １３ 質問者 松浦 昇 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

（１）３月議会で保育行政について答弁され

た案件について、どのように対応されたか伺

う。 

 ①自己評価の公表 

 ②第三者評価 

 ③呼称問題 

 ④退所問題 

（２）指定管理者募集要項に添付した仕様書

では、所長について保育士資格を求めていな

い。この部分を保育士資格と長年保育を経験

した保育士と改めるべきと考えるがどうか。 

（３）適正な運用を図るため、指定管理者基

本協定書・仕様書に、「公の施設における指

定管理者の指定手続等に関する条例に基づ

き」という文言を明記すべきではないか。 

１．子どもたちが

安心して保育

を受けること

ができる民主

的な保育行政

の推進を 

（４）食物アレルギー除去食の誤食問題につ

いて、現在の対応状況はどうか。また、その

対応で十分と認識されているのか伺う。 

市 長 
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順位 １３ 質問者 松浦 昇 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

国民健康保険の広域化（都道府県の運営）

について、2015(平成 27)年に法律が改正され、

2017(平成 29)年から実施されようとしてい

る。広島県も、2013(平成 25)年７月に広島市、

神石高原町などを加え、３市３町で協議会を

設立し、調査・検討を目的として、今日まで

に協議が４回行われた。６月を目途に、県と

各市町の連名による国への提言を行うため、

保険料のあり方や国民健康保険事業運営の役

割分担などについて検討するとしている。 

さらに４月 22 日には県市長会議が開催さ

れ、国保広域化に係る国への提言案について

非公式の協議が行われているが、全市長が賛

同する旨の明確な結論が出ていないようであ

る。以下の３点について伺う。 

（１）被保険者そっちのけで協議が行われて

いるが、今日までの情報開示と、方向性につ

いて報告し、議会や被保険者の意見を聞くべ

きではないか。 

（２）広域化の賛否について、見解を伺う。 

２．広域化に反対

し、国民健康保

険制度が示す

「社会保障及

び国民保健の

向上に寄与す

ることが目的」

を根付かせる

取り組みを 

（３）昨年、県は３方式に統一して平成 23 年

度の各市国保税についての試算を示し、本市

は 15,498 円の引き上げとなっていた。この

試算の場合、今後何年間、国民健康保険事業

が運営できるのか伺う。 

市 長 
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順位 １３ 質問者 松浦 昇 

項  目 質 問 の 小 項 目 及 び 要 旨 
答弁を 

求める者 

３．平和憲法を壊

し「海外で戦争

する国」への暴

走を許さず、行

政として憲法

を守れの声を

上げるように

求める 

「非核平和都市宣言」をしている本市であり、

本市議会も３月議会で、集団的自衛権行使を

容認する解釈改憲を行わないことを求める意

見書を可決し、国へ送付している。 

安倍政権は、憲法第９条を壊して、「海外で

戦争する国」への大転換を、国民多数の批判

や不安に耳をかすことなく、国会での深い議

論もなしに、与党だけの密室協議を通じて、

一内閣の判断で強行しようとしている。 

こうした状況の中で、１人でも多くの行政

トップが、市民に対して自分の考えを明らか

にし、憲法を守れの声を上げることが大切だ

と考えるが、見解を伺う。 

市 長 

 


